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初心を忘れず
みなさまの「声」を実現するため
全力で取り組んで参ります。

仙台市議会 第１回定例会（２７回目の議会）では、持
続可能な都市づくりとして「財源の見える化」や災害時
の「住いの確保策」そして難聴予防による「認知症予
防」などについて先進事例の提案を行い、市当局へ改善
を強く求めました。（質疑の抜粋は中面に掲載）
これからも、安全・安心の街づくりのために、小さな
「声」に耳を傾け、力を尽くしてまいります。

先進調査
東北大学における下水調査結果を用いた
COVID-19（新型コロナ感染症）流行予測
1月11日（上：東北大学 下：南蒲生浄化センター）

仙台市蒲生北部被災市街地復興土地
区画整理事業 完工式に出席
３月６日

式典出席

行政手続き等で迷ったら「杜の都おしえてコール」
へお問合せ下さい。
【受付時間】 平日：午前8時から午後8時まで。土曜日・日曜日・祝日
および年末年始（12月29日～1月3日）は午後5時まで（年中無休）
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復興に取り組んできたことも踏まえ、全国で災害が

発生した備え「社会的備蓄」の取り組みであり、私

は積極的にかかわっていくことが必要と考えるが所

見を伺う。

【副市⾧】近年、全国で頻発化、激甚化している

災害への対応において、新たな知見や手法等の

積み重ねも行われており、例示のムービングハウス

についても、災害救助法の応急仮設住宅の一形

態として認められ、国の補助対象となったものと承

知している。

こうした新たな手法等につきましても、関係団体や

導入自治体との意見交換を行い、情報収集など

によりまして、コスト面等も含め、より迅速で適切な

災害対応につながりますよう鋭意取り組んでまいり

たい。

３．「難聴の早期発見でフレイル
（認知症）予防を推進すべき!

【佐藤幸雄議員】豊島区では、認知症予防の観

点から全国で初めて、医療者以外の職員が「ヒヤリ

ングフレイリアプリ」を活用した、「耳の簡易チェック」

をして、フレイル予防事業を2021年７月よりスター

トした。地域包括支援センターと豊島区医師会が

連携し、適切な検査を行い、早期の難聴者を発

見することで、認知症予防にも資する事業である。

本市でも視察等を行い、調査等を検討すべきと考

えるが所見を伺う。また、難聴の予防は認知症予

防にも資する事業であり、最終的には社会参加、

健康⾧寿へとつながるのである。今後の取り組みの

決意を伺う。

【健康福祉局⾧】今後ますます高齢化が進展する

中で、社会参加を通じた健康寿命の延伸を図るこ

とは、大変重要となっていく。豊島区の取り組みは、

アプリという手軽な手段を用いて、聴力低下の早

期発見につなげるためのアプローチの一つであると

考えている。事業効果の検証等はこれからの課題

と伺っているが、視察等による詳しい情報収集につ

いても、検討してまいりたい。提案の取り組みも含

めた先進事例を参考にしながら、高齢者が住み慣

れた地域で安心して生き生きと暮らし続けることが

できるよう、様々な取り組みを進めてまいりたい。

第１回定例会
予算等審査質問（抜粋）

令和４年２月

第１回定例会
予算等審査質問（抜粋）

令和４年２月

１．新公会計制度で本市の財源
の見える化を更に推進すべき!

【佐藤幸雄議員】「統一的基準」では、昭和59年

度以前に取得した道路等の敷地を備忘価額の1

円で計上する事としており、昭和60年度以降も１

円での計上を許容しているが、本市の取り組み状

況を伺う。

【財政企画課⾧】国の「統一的な基準」に基づき、

本市も、昭和59年度以前に取得した道路等の

敷地につきましては備忘価額１円として、昭和60

年度以降に取得したものについては、取得原価を

基本に資産計上している。

【佐藤幸雄議員】新公会計制度普及促進連絡

会議（以下、連絡会議と呼称）の自治体では、

昭和59年以前に取得した道路等も取得原価等

で評価しているため、取得した道路等の敷地を１

円で計上した場合、どれほどの影響があるのかを調

査した。その結果、最小で0.2ポイント、最大で13

ポイントの純資産比率が減少することが分かった。

資産の減少率も調査した所、最小で3.6％、最

大で93.2％もの資産が減少し、平均で約30％が

減少することがわかった。これほどの資産合計が減

少してしまうことは、もはや無視できる状況ではない

のである。

また連絡会議では、2019年度に１年間にわたる

課題のとりまとめを学識経験者や公認会計士など

の専門家は交えず、各自治体の担当者のみで

行った。その理由は、説明責任がある自治体自身

が、何を課題と感じているかを目的としたからである。

本市も連絡会議に参加することで、更に適正な予

算の執行を公表できると考えるが所見を伺う。

【財政局⾧】連絡会議につきましては、参加をこれま

で具体的に検討したことはないが、今後さらに財政

運営も厳しさを増していくことが想定される中で、財

政状況については、市民に理解をいただきながら、

必要な施策を着実に実施していくことが重要と考え

ている。

これまでも、地方公会計制度に基づく財務書類や

「財政のミカタ」といった資料の公表等を行ってきたと

ころであるが、引き続き、連絡会議も含め他都市の

取組みも参考にしながら、財政状況の分析や「見え

る化」に努めてまいりたい。

２．防災・家バンク（ムービングハ
ウス）活用で災害時の住いの確保
を!

【佐藤幸雄議員】東日本大震災では「特別措置

法」に基づいて「復興特別税（10兆円程度）」を

創設し、復興に係る事業に活用されてきた。

しかし、プレハブ仮設住宅などは、使用後は解体撤

去され、環境保全や資源の無駄となることから、再

利用が可能で経済活性化に資する「防災・家バン

ク」が設立された。本市は、全国から支援を頂き、

一人の声を市政につなぎます

新公会計制度普及促進連絡会議とは、事業別の財務諸
表を自治体間比較することなどで、他自治体の良い取
り組みを取り入れることを目標として、その比較基盤
の整備を進めている。
東京都や大阪府など17自治体が参加しており、平成23
年度に発足。

ムービングハウス施工現場


